
④資格   

障害者の就労支援を行うにあたり、現在保有している資格と、今後取りたい資格について質問し  

たところ、現在は特に資格がない者が最も多く、資格の中では社会福祉士を持っている者が多かっ  

た。また、その他の自由記述として、社会福祉主事、介護福祉士、ヘルパー2級等が多かった。   

今後としては、職場適応援助者養成研修の受講の希望が最も高く5割弱おり、社会福祉士の資格  
取得希望も4割程度あった。   

【図表2－20 資格（複数回答）】  

10．0  20．0  30．0  40．0  50．0  6q＿0  

社会福祉士  

精神保健福祉士   

職場適応援助者（シ●】フ▲コーチ）養成研修修了  

産業力ウンセラー  

作業療法士  

臨床心理士・臨床発達心理士  

キャリアコンサルタント  

その他  

特になし  

⑤仕事の満足度   

仕事の満足度について質問をしたところ、総合的な満足的に7割の者がやや満足か満足しており  

仕事の内容やコミュニケーション面で満足している割合が高い一方で、報酬と能力スキルの向上に  

ついては、満足している割合が低かった。   

【図表2－21仕事の満足度】  

0％ 10％ 20，i 3仇 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％100％  

、仕事の内容・やりがい（n＝697）  

仕事の報酬くn＝694）   

職場の管理者一上司との人間関係、コミュニケーション  
（n＝693）   

職場の同僚との人間関係、コミュニケーション（n＝696）  

能力スキルの向上（n＝693）  

総合評価（n＝685）  

⑥将来展望   

5年後の将来展望について質問をしたところ、  

半数近い者が現在と同じ仕事をしていると回答  

しており、また就労支援を含め障害者支援の分  

野で仕事をしていると回答した者は全体の4分  
の3であった。  

仕事はしてい  その他  

今と同じ仕事  

をしている   446％  

今とは異なる  
が障害者の就  
労支援の仕事   
をしている  
12．3％  

【図表2－22 将来展望】  

（n＝63）し  



（2）職務と能力・スキル   

①就労支援業務の業務量   

就労支援員として活動する場合の業務量について質問をしたところ、結果は下表のとおりとなっ   

た。施設内作業指導が最も多く、次いで、職業能力等のアセスメント、生活面に関わる支援であっ   

た。概して、求職活動や求人開拓、定着支援に関する業務の業務量が少なかった。   

【図表2－23 就労支援業務の業務量】  

「：：車重亘ら  ロやや多い  ロほどんどない  ロ全くない  

0ヽ   tOヽ  20ヽ  30ヽ  40ヽ  50ヽ  60ヽ  ？0ヽ  80ヽ  90ヽ 100ヽ  

施設内での障害者に対する作業指導（n＝700）  

障害者の職業能力・適性の把握（アセスメント）（n＝700）  

施設を利用する障害者の生活面に関わる支援（n＝70り  

就労支援計画の作成（n＝702）  

施設内での作業に関わる品質管理、受注、  

納品等の業務（n＝701）  

ケア会議、ケース会議等への参加（n＝703）  

家族との連絡調整（情報提供、相談等）（∩＝701）  

基礎訓練、職業準備訓練、隈場実習等のあっせん（n＝699）  

職業相談n＝699）  

職場実習先での支援、実習の付き添い（∩＝701）  

面接練習や履歴書の作成等の支援（n＝702）  

事業主に対する障害者の特性に関する助言（n＝698）  

地域における就労支援機開との連携・  
支援ネットワークづくり（n＝702）  

障害者に対するハローワークヘの同行（∩＝701）  

自主的な求人・実習先の開拓（民間の求人情報の  

収集、企業訪問等）（n＝699）  

就職後のフォローアップとしての職場訪問（∩＝694）  

ハローワークでの求人検索（∩＝702）  

就労支援サービスを提供する障害者の確保（∩＝490）  

事業主に対する障害者の雇用管理に関する助言（∩＝697）  

就職した障害者に対する生活面に関わる支援（∩＝696）  

職場適応支援（ジョブコーチ支援）（∩＝693）  

ハローワーク職員との同行求人開拓（n＝698）  
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＜就労支援経験別の業務量＞   

就労支援員から、就労支援の経験により「1年未満（n＝249）」、「1～3年（n＝228）」、「5年以上（n＝98）」  

の3グループを抽出し、分析を行った。   

就労支援業務の業務量について「業務量が多い」又は「やや多い」と回答した者の割合の集計をし  

た結果は下表のとおりである。経験が浅い者は施設内作業指導や生活面に関わる業務を多く行ってお  
り、経験が長い者は、職業能力等のアセスメントや就労支援計画の作成、職業相談、家族との連絡調  

整等を行っていた。求職活動や定着支援についても、経験が長い者は業務が多いと回答していた。   

【図表2－24 就労支援経験別の就労支援業務の業務量】  

年未満  臼就労支援1～3年  ロ就労支援5年以上  

0．0  10．0   20．0   30．0   40．0   50．0   60．0   70，0   80．0   90．0  

施設内での障害者に対する作業指導  

施設内での作業に関わる品質管理、  
受注、納品等の業務  

障害者の職業能力・適性の把握  
（アセスメント）  

就労支援計画の作成  

施設を利用する障害者の生活面に  
関わる支援  

l鼓場実習先での支援、実習の付き添い  

ケア会議、ケース会議等への参加  

家族との連絡調整（情報提供、相談等）  

職業相儲  

面接練習や履歴暮の作成等の支援  

障害者に対するハローワークヘの同行  

基礎訓績、職業準備訓練、臨場実習等の  
あっせん  

地域における就労支援機関との連携・  
支援ネットワークづくり  

職場適応支援（ジョブコーチ支援）  

／ヽローワークでの求人検索  

自主的な求人・実習先の開拓（民間の  
求人情報の収集、企業訪問等）  

就職後のフォローアップとしての職場訪問  

事業主に対する障害者の特性に関する助言  

事業主に対する障害者の雇用管理に関する助言  

ハローワーク職員との同行求人開拓  

就労支援サービスを提供する障害者の確保  

就陰した障害者に対する生活面に関わる支援  
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②就労支援知識・スキルの活用の機会   

就労支援員として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのくらい活用する機会がある  

か質問したところ、結果は下表のとおりとなった。障害特性や職業的課題、作業指導や障害者福祉に  
関する知識・スキルを活用する機会が多い一方で、求人開拓や定着支援に関する知識・スキルはあま  

り活用する機会がないという結果が見られた。  

【図表2－25 就労支援知識・スキルの活用の機会】  

、】 

「麺≒垂二車重亘奏す二車重奉享亘二二亘車重コ  

0ヽ  10ヽ   20ヽ   30ヽ   40ヽ   50ヽ   60ヽ   70ヽ   80ヽ   90ヽ  100ヽ  

障害特性に関する知書誌（n＝694）  

施設内での作業指導に関する知抜・スキル（n＝686）  

障害特性に応じた職業的課題に関する知識（n＝690）  

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）（n＝692）  

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル（n＝688）  

就労支援計画の策定に関するスキル（n＝688）  

企業に関する基礎知舌鼓（n＝69り  

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識（n＝680）  

隠業相談に関するスキル（n＝685）  

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や  

マッチング支援を行う知識・スキル（n＝690）   

他の関係機関との連携・調整を行う知蓋哉・スキル（n＝680）  

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する法律  
・制度に関する知識（n＝685）  

面接訓練や履歴書の作成支援に関する  
知識・スキル（n＝692）  

職場の雇用管理に関する基礎知識（n＝686）  

職場実習先の開拓に関する知識・スキル（n＝688）  

障害者求人の開拓や職域開発に関する  
知識・スキル（n＝688）  

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、  

障害者の職場定着支援を行うスキル（n＝685）  

就職後の障害者の状況に応じて事業主への  
助言を行う知識・スキル（n＝685）  
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＜就労支援経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会＞   

就労支援員から、就労支援の経験により「1年未満（n＝249）」、「1～3年（n＝228）」、「5年以上（n＝98）」  

の3グループを抽出し、分析を行った。   

就労支援知識・スキルの活用機会について「非常にある」と回答した者の割合を集計をした結果は  

下表のとおりとなった。経験が高くなるにつれ、全般的に就労支援の知識・スキルの活用機会が多く  

なっていた。   

【図表2－26 就労支援経験別の就労支援知識・スキルの活用の機会】  

ロ就労支援1年未満  口就労支援1～3年  □  

0．0   10．0   20月  30．0   40．0  501）   60．0   70．0   80．0  

施設内での作業指導に関する知識・スキル  

障害特性に関する知識  

就労支援計画の策定に関するスキル  

障害特性に応じた職業的課題に関する知識  

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル  

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）  

障害者雇用促進法・雇用制度に蘭する知識  

職業相談に関するスキル  

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル  

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や  
マッチング支援を行う知識・スキル  

企業に関する基礎知識  

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・  
スキル  

職場実習先の開拓に関する知識・スキル  

障害者求人の開拓や職域開発に関する知識・  
スキル  

就職後の障害者の状況に応じて事業主への  
助言を行う知識tスキル  

職場の雇用管理に関する基礎知識  

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する  
法律・制度に関する知識  

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、  
障害者の職場定着支援を行うスキル  
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③就労支援知識・スキルの習得状況   

就労支援員として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルは自分にどのくらい備わっている  

かについて質問したところ、結果は下表のとおりとなった。施設内での作業指導や障害特性に関する  

知識については知識・スキルがあると回答している一方で、それ以外の項目については半数以上が少  

し不足か不足していると回答した。   

【図表2－27 就労支援知識・スキルの習得状況】  

1  

ロある   B少しある   □少し不足   ヲ▲竺竪」  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

施設内での作業指導に関する知識・スキル（n＝6鋼）  

障害特性に関する知識（n＝690）  

障害特性に応じた職業的課題に関する知識（n＝688）  

面接訓練や履歴書の作成支援に関する  
知隋・スキル（n＝69り  

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）（n＝690）  

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル（∩＝685）  

就労支援計画の策定に関するスキル（n＝683）  

職業相談に関するスキル（∩＝687）  

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル（n＝683）  

企業に関する基礎知識（∩＝689）  

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や  
マッチ：ング支援を行う知識・スキル（n＝69り  

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する  

法律・制度に関する知識（n＝686）  

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、  

障害者の職場定着支援を行うスキル（∩＝687）  

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識（n＝682）  

（就職後の）障害者の状況に応じて事業主への  
助言を行う知識・スキル（n＝68り  

職場実習先の開拓に関する知識・スキル（n＝691）  

職場の雇用管理に関する基礎知識（∩＝688）  

障害者求人の開拓や職域開発に関する  
知識・スキル（n＝692）  

II B ・   
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＜就労支援経験別の就労支援知識・スキルの習得状況＞   

就労支援員から、就労支援の経験により「1年未満（n＝249）」、「1～3年（n＝228）」、「5年以上（n＝98）」  

の3グループを抽出し、分析を行った。   

就労支援知識・スキルが自分に備わっているかについて「ある」又は「少しある」と回答した者の  

割合を集計した結果は下表のとおりとなった。経験が浅い者は施設内作業指導と障害特性に関する知  

識・スキルが不足している一方で、経験が高くなるにつれ、全般的に就労支援の知識・スキルの修得  

度は上がるが、求人開拓や定着支援に関しては、経験が長い者でも半数以上が不足していると回答し  

ていた。   

【図表2－28 就労支援経験別の就労支援知識・スキルの習得状況】  

ロ就労支援1年未満  臼就労支援1－3年  口就労支援5年以上  

0．0  10．0  20．0  30β  40．0  50．0  60．0  70．0  80．0  90．0 1（X）．0  

施設内での作業指導に関する知識・スキル  

障害特性に関する知鼓  

企業に関する基礎知識  

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・  
スキル  

職場の雇用管理に関する基礎知識  

障害者福祉に関する知識（法律・制度を含む）  

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する  

法律・制度に関する知識  

就労支援計画の策定に関するスキル  

障害特性に応じた職業的課題に関する知識  

職業相談に関するスキル  

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル  

職場実習先の開拓に関する知識・スキル  

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル  

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識  

就職後の障害者の状況に応じて事業主への  
助言を行う知識・スキル  

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や  
マッチング支援を行う知識・スキル  

障害者求人の開拓や職域開発に関する知識・  
スキル  

就職後のフォローアップとして職場を訪問し、  

障害者の職場定着支援を行うスキル  
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④就労支援知識・スキルの習得方法   

就労支援員として活動する上で、就労支援に関する知識・スキルをどのように身につけたか最も効  

果的な手段について質問したところ、全般的に「仕事を通じて」と回答した者の割合が多かったが、  

障害者福祉、障害者雇用制度、労働関係法規等については「研修や講習会に参加」して習得したと回  

答した者が他の項目に比べて多かった。   

【図表2－29 就労支援知識・スキルの習得方法】  

し＿一千甲修空軍塑些  ロ独学・自己啓発  

0ヽ  10ヽ  20ヽ  30ヽ  40ヽ  50＼  60ヽ  70ヽ  80ヽ  90＼ 100ヽ  

障害者福祉に関する知護（法律・制度を含む）（n＝67り  

障害者雇用促進法・雇用制度に関する知識（n＝635）  

労働基準法、最低賃金法等雇用に関する  

法律・制度に関する知識（n＝639）  

就労支援計画の策定に関するスキル（n＝647）  

障害特性に応じた職業的課甥に関する知識（n＝667）  

一般就労に向けたアセスメントに関するスキル（n＝64り  

職場の雇用管理に関する基礎知識（n＝63り  

障害特性に関する知識（n＝689）  

障害者の希望や特性に応じた仕事の選択や  
マッチング支援を行う知識・スキル（n＝62丁）  

職業相談に関するスキルh＝638）  

就職後の障害者の状況に応じて事業主への  
助言を行う知識・スキル（n＝62り  

就職後のフォローアップとして隈場を訪問し、  

障害者の職場定着支援を行うスキル（n＝623）  

企業に関する基礎知識（∩＝637）  

障害者求人の開拓や職域開発に関する知識・スキル（∩＝615）  

面接訓練や履歴書の作成支援に関する知識・スキル（∩＝638）  

他の関係機関との連携・調整を行う知識・スキル（n＝63り  

職場実習先の開拓に関する知識・スキル（n＝622）  

施設内での作業指導に関する知識・スキル（n＝669）  
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⑤就労支援業務を行う上で困っていること   

一般就労に向けた支援にあたり、困っていることについて質問したところ、「実践的なノウハウが  

蓄積されていない」、「習得する機会がない」といった就労支援スキルの問題と、企業に関する項目で  
困っていると回答した者の割合が高かった。   

また、特に困っていることについて上位3ン⊃まで選択してもらったところ、順に、「就労支援の実  

践的なノウハウが蓄積されていない」、「職場実習先や求人企業がない」、「就労支援に必要な知識が足  
りない」を選んだ者が多かった。  
【図表2－30 因っていること】   

※困っていることは、はい／いいえのこ択（nは項目右）、特に困っていることは、3つまで複数回答（鮮686）  

9．1  

0．0  10．0  20．0  〇0．0  

就労支援の実践的なノウハウが蓄積されていないh＝68丁）  

企業や職場の情報が少なしヾn＝684）  

就労支援に必要な実践的なノウハウを習得する機会が  
不足している（n＝679）  

企業に障害者の支援ノウハウを理解させるのが難uヾn＝8乃）  

就労支援に必要な知抜が足りないh＝687）  

職場実習先や求人企業がなLヾn＝681）  

障害者雇用に関して企業の理解がないh＝680）  

就労支援に必要な知識を習得できる研♯の機会が  
不足している（∩＝68ヰ）  

就労支援以外の業務が多く、就労支援を行う時間が  
ほとんどなしヾn＝685）  

業務が忙しく、外部の研修等に参加できなしVn＝685）  

支援している障害者（保護者）が一般誌労に関して  
熱心でなしヾn＝685）   

障害壱の特性や状態懐の把握したり、信頼関係を築くのが難しいh＝683）  

地域に就労支援サービスの利用対象となる  
障害者が少なしヾn＝685）  

どこから就労支援をはじめていいのかわからなしVnニ684）  

地域の就労支援機関との連携がうまくできない（∩ニ679）  

地域の関係機関が就労支援に熱心でない（∩＝6丁5）  

就労支援に関して悩みがあるときに相談する先がなしヾ∩＝683）  

所属している法人が就労支援に関して  
理解がなしヾnこ68〇）  

職場の上司や同僚が就労支援に関して理解がなしヾ∩＝684）  

□困っていること  

田特に困っているこ  
3
 
 
 
0
 
 

－
ト
8
－
8
－
－
 
 

⑥困った時の相談先   

一般就労に向けた支援にあたり、困ったときの相談先について質問をしたところ、同じ事業所の上  

司・同僚が最も高く、続いて労働局  

いる人の順であった。  

【図表2－31相談先（複数回答）】（n＝693）  

ハロー ワークの担当者、他の機関で障害者の就労支援を担って  

＋  

0．0  10．0  20．0  30．0  40．0  

同じ事業所の上司・同僚  

労働局り＼ローワークの担当者   

他の捷関で障害者の就労支援を担っている人（上記以外）  

障害者職業センターの障害者職業カウンセラー   

社会福祉法人等の職場適応援助者（第1号JCジョブコーチ）  

地方自治体の職員  

特別支援学校の先生  

障害者職業センターの陣場適応援助者（配置型ジョブコーチ）   

企業の担当者や札場適応援助者（第2号JCジョブコーチ）  

その他  

相談先はない  

て   



（3）研修  

（弧就労支援に係る研修の受講状況   

就労支援に係る研修の受講状況について質問したところ、法人内の研修の受講経験は3～5割あ   

ったが、それ以外の研修の受講経験は低かった。   

【図表2－32 研修の受講状況】  

0ヽ  川ヽ  20ヽ  30ヽ  40ヽ  50ヽ  60ヽ  TOヽ  80ヽ  90ヽ 100ヽ  

法人内で行う研修・勉強会（就労支援以外）（n＝676）  

法人内で行う研修・勉強会（就労支援関係）（n＝675）  

自治体が行う就労支援研倣n＝663）  

民間機関・NPO等の就労支援研修  
（上記ジョブ：コーチ養成研修以外）（n＝668）  

職業リハビリテーション実践セミナー  
（高障機構・総合センター）（n＝673）   

民間機関・NPO等の行う厚生労働大臣指定の   
職場適応援助者（ジョブコーチ）兼成研修（n＝670）  

就業支援基礎講座  
（高障機構・障害者職業センター）（n＝672）   

高陣機構が行う戦場適応援助者（ジョブコーチ）  

養成研椎n＝67ヰ）  

職業リハビリテーション推進フォーラム  
（高障機欄・障害者職業センター）（n＝663）  

戦業リハビリテーション研究発表会  
（高障機積・総合センター）（n＝668）  

ロ受講した   

匂受講予定   

口機会があれば   
受講したい  

臼受講予定なし  

②就労支援に係る研修の受講希望   

就労支援を行うに当たって、受講したい研修プログラム等について質問をしたところ、就労支援  

に関する専門的な知識や支援スキル・技術を習得する研修への希望が高かった。   

【図表2－33 研修の受講希望】  

r  

一′ 

。、，。％ 2。％。。、… 5肌 6肌 7。％ … 

就労支援に関する専門的な知識を習得する  
研修（∩＝696）  

就労支援に関する専門的な支援スキル・技術を  
身につける研修（n＝69り  

就労支援に関する基礎的な支援スキル・技術を  
身につける研修（∩＝694）  

就労支援に関する基礎的な知識を習得する  
研修（n＝695）  

外部の専門家から就労支援に関する助言や  
アドバイス（n＝690）  

就労支援に関するケ・－ススタディが中心の研修（∩＝69り  

ジョブコーチに関する専門的な知識やスキルを  

習得する研修（∩＝689）  

他の機関の就労支援担当者等との交流会  
（n＝690）  

ジョブコーチに関する基本的な知識やスキルを  

習得する研修（∩＝689）  

地域の関係機関の関係者（就労支援を担う者  
以外も含む。）との交流会（n＝690）  

就労支援に関する座学（講習）が中心の研修（∩＝690）  

l叫州†∫二し、、  

L□覧宗芸ヒこ  

Fから）  

弓□受けたくない  （業務多忙の   

ため）   
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箋3章 障害者就業・生活支援センター   

1．障害者就業・生活支援センター 調査結果   

（1）法人の属性  

（D法人の形態と従業員数   

事業所の属する法人の形態及び法人全体の従業員数について質問したところ、社会福祉法人が9   
割を占め、100人以上の規模の法人が半数以上を占めた。  

【図表3－1法人の形態】（n＝117）  【図表3－2法人の規模】（n＝117）  

②法人が実施している他の事業   

障害者就業・生活支援センター以外に法人で実施している他の事業について質画したところ、約  

8割の法人がケアホーム等を実施しており、続いて就労継続支援B型や就労移行支援事業を実施し  

ていた。なお、その他と回答をした中では、自由記述として、更生施設、生活介護、地域活動セン  

ター等が多かった。   

【図表3－3法人が実施している他の事業（複数回答）】（n＝116）  

0．O 10．0  20．0 30．0  40．0  500  60．0  70．0  80．0  90．0  

ケアホーム・グループホーム・福祉ホーム  

就労継続支援B型  

就労移行支援事業  

障害者委託訓練  

自治体単独設置の就労支援センター  

就労継続支援A型  

その他  

障害者就業・生活支援センターのみ  

③ジョブコーチ助成金の認定法人   

法人が第1号職場適応援助者（ジョブコーチ）助成金の認  

定法人になっているか否かについて質問したところ、69法  

人（59．0％）がジョブコ ーチ助成金の認定法人となっていた。   

また、ジョブコーチ認定法人におけるジョブコーチの配  

置数の1人又は2人が大部分を占め、平均2．04人（n＝68）  

であった。  

【図表3－4 ジョブコーチ配置状況】  

（n＝68）  
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（2）事業所の属性  

（D事業所の従業員数   

平成20年7月1日現在の従業員数について質問したとこ  
ろ、平均4．3人であり、就業支援担当者の平均は2．3人で  

あった。また、就労支援に携わっている人は就業支援担当  
者も含め、3．2人であり、ジョブコーチ養成研修修了者は  

1．0人であった。  

【図表3－5 事業所の従業員数】  

（n＝116）  

②障害者就業・生活支援センターを開始した時期   

事業所が障害者就業・生活支援センターを開始した時期  

について質問したところ、約3分の1が平成20年度から開  

始していた。  

（参考：全国の障害者就業・生活支援センターの設置数135  

箇所（平成19年度）→206箇所（平成20年度））  

【図表3－6 障害者就業・生活支援センターの開始時期】  

（n＝117）  

③利用者の状況   

平成20年7月1日現  
在の利用者の状況につ  

いて質問をしたところ、  

平均183．99人であり、  

うち知的障害者が半数  

以上を占めた。  

【図表3－7 利用者の状況】  

（n＝115）  
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（3）就労支援に関わる人材育成の方針   

障害者の就労支援に関わる人材の育成を①現在どのように行っているか、また②今後の方針を質  

問したところ、現在は外部研修の受講促進が中心であるが、今後の方針として、法人内で研修・勉  
強階を行ったり、人事異動により就労支援に必要な業務を経験させると回答した割合が高かった。   

【図表3－8人材育成の方針（複数回答）】  

40．0 50．0 60，0 70．0 80．0 90．0 100．0  

rtl 

0．O 10．0 20．0 30．0  

勤務時間中の外部研修・勉強会への参加を認めている  

外部研侶・勉強会に参加する際に費用を補助をしている  

事業所内で研修・勉強会等を行っている  

法人内で研修・勉強会を行っている   

人事異動により就労支援に必要な業務を経験させることにしている  

就労支援に関するスキルアップに関しては  
個人に任せている   

最初からノウハウのある人材を登用しており（する方針なので）、  

研修等は必要がない。  

その他  

特に何もしていない／するつもりがない  
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